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500×95×1960（アイボルト付） 約22•9

千fl（約22•9千枚）
500×95×3960（アイボルト付） 約0•4千fl

（約0•2千枚）
500×95×3960（アイボルト無し） 約

43•4千fl（約21•7千枚）
（注） 調達予定数量は現時点での設計に基
づき算出した見込数量であり、納入数量を
保証するものではない。
また、納入場所・予定納期毎の調達予定
数量は入札説明書及び仕様書によるものと
する。

^ 調達資材等の仕様等 入札説明書及び仕様
書によるものとする。

_ 納入場所 静岡県静岡市葵区下地先～静岡
県浜松市北区三ケ日町福長地先において予定
する本体工事のうち各工事の施工箇所（詳細
な納入場所は入札説明書及び仕様書によるも
のとする。）

` 予定納期 平成23年５月１日から平成23年
11月30日まで（納入場所毎の予定納期は入札
説明書及び仕様書によるものとする。）

a コストオン対象資材 本入札は、中日本高
速道路株式会社が別に発注する工事（以下「本
体工事」という。）を構成する工事材料・機
器・役務等の一部（以下「コストオン対象資
材等」という。）について、本入札により決定
する調達先及び納入価格を本体工事の契約条
件の一部とする発注方式（以下「コストオン
方式」という。）における試行対象工事の資材
調達である。

b 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の５パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
四捨五入するものとする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約希望金額の
105分の100に相当する金額を入札書に記入す
ること。本入札は、「せり下げ方式」によるこ
ととし、契約制限価格の設定はありません。
なお、せり下げ方式による入札の方法は、
入札指示書を参照のこと。

２ 競争参加資格
\ 中日本高速道路株式会社契約規則（平成18

年11月９日 中日本高速道路株式会社規程第
25号。以下「契約規則」という。）第11条の規
定に該当しない者であること。

] 入札書の提出期限までに以下の書類を提出
し、一般競争入札参加資格の確認を受けた者
であること。
{ 商業登記簿謄本の写し
| 会社の経歴を記載した書類
} 直近の営業報告書（財務諸表等）
~ 過去３ヶ月以内に発行された納税証明書
（国税通則法施行規則）別紙第９号様式（そ
の３、その３の２、その３の３のいずれか）
の写し

^ 下記{～}のすべてを証明した者であるこ
と。なお、すべての証明がない者は、競争参
加資格がないものとする。
また、２者又は３者で構成された共同申請
（以下「共同企業体」という）としても参加
可能とする。
なお、単体で申請の場合、下記{～}のす
べてを証明すること。
共同企業体で申請の場合、下記{～|は構
成員毎に、下記}は共同企業体として１つの
資料を提出しすべてを証明すること。
{ 会社に求める実績は、平成12年度以降に、
遮音壁用金属製標準板に係る取扱（製造、
販売又は納入）実績があること。

| 製品は、下記１)～３)の規定に適合する
こと、又はこれと同等以上の品質を有する
こと。ＪＩＳ規格（日本工業規格）に適合
するものとしてＪＩＳマーク表示の認証を
受けた資材については、登録認証機関が発
行する認証書の写しを提出すること。
同等以上の品質を有するものとして海外
で生産された資材を納品する場合は、海外
建設資材品質審査・証明事業実施機関
（(財)土木研究センター、(財)建材試験セ
ンター）が発行する海外建設資材品質審査
証明書あるいは、日本国内の公的機関で実
施した試験結果資料にて証明すること。
同等以上の品質を有するものとして国内
で生産された資材を納品する場合は、日本
国内の公的機関で実施した試験結果資料に
て証明すること。

１）中日本高速道路j 遮音壁標準設計図
集（平成21年７月）
２）中日本高速道路j 遮音壁施工管理要
領（平成21年７月）
３）中日本高速道路j 設計要領第五集
交通管理施設編 遮音壁設計要領（平成
21年７月）

} 実施体制計画書により、当社計画の納入
数量が必要な時期に確保可能であることを
確認できること。
※ 実施体制計画書の審査 実施体制計画書
とは、調達・備蓄等計画、納入計画など、
当社計画に即した確実な調達が確認できる
事項を記載したもの。

_ 入札書の提出期限の日から開札の日までの
期間に、「中日本高速道路株式会社工事・調査
等の資格登録に関する要領」に基づき、「地域
２」において、資格登録停止を受けていない
こと。

` 共同企業体を構成する場合においては、中
日本高速道路株式会社が別に定める共同企業
体協定書（甲）（乙）を準用して作成した、協
定書（案）が提出されていること。

３ コストオン方式に関する事項 本入札におけ
るコストオン方式について以下に示す。なお、
詳細については入札説明書による。
\ 対象となる本体工事 本コストオン方式の
対象として予定している工事は、以下のとお
りとする。
第二東名高速道路 静岡遮音壁工事（仮称）
第二東名高速道路 藤枝遮音壁工事（仮称）
第二東名高速道路 磐田遮音壁工事（仮称）
第二東名高速道路 島田遮音壁工事（仮称）
第二東名高速道路 森遮音壁工事（仮称）
第二東名高速道路 浜松遮音壁工事（仮称）
第二東名高速道路 引佐遮音壁工事（仮称）

] コストオンに関する各種協定及び資材等売
買契約の締結
{ 本入札後、当社と落札者（以下「納品会
社」という。）の間でコストオン対象資材等
の調達に関する履行協定を締結するものと
する。【履行協定書】

| 別に発注される本体工事の請負契約締結
後、当社、各本体工事の請負人（以下「工
事会社」という。）、及び納品会社の三者間
でコストオン対象資材等に関する協定を締
結するものとする。【三者協定書】

} 三者協定締結後、これに基づき、工事会
社、及び納品会社の二者間でコストオン対
象資材等に関する売買契約を締結するもの
とする。【資材等売買契約書】

~ 資材等売買契約締結後、速やかにその写
しを当社へ提出するものとする。

� 履行協定書、三者協定書、及び資材等売
買契約書は、それぞれ入札説明書に添付の
とおりとする。

^ コストオン対象資材等に係る総括管理・施
工
{ コストオン対象資材等に係る施工は、コ
ストオン対象資材等以外の施工と同様、工
事会社が総括して行う。

| ただし、コストオン対象資材等に関して、
当社と納品会社の履行協定に係る事項、及
び三者協定書に特段の定めのある事項を除
く。

_ その他コストオン対象資材等に係る事項
コストオン対象資材等に係る事項は、履行
協定書、三者協定書、及び資材等売買契約書
の記載に従うものとする。

４ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒105`6011 東京都港区虎ノ門４`３`１
中日本高速道路株式会社 東京支社 総務
企画部 契約チーム 電話03`5776`5600

（代表）
] 入札説明書の交付方法
{ 交付期間 平成22年６月７日から平成22

年６月17日までの土曜、日曜及び祝日を除
く毎日午前10時00分から午後４時00分ま
で。

| 交付方法 無料交付で直接行うものとす
る。

^ 入札書の提出期限等
{ 提出期限 平成22年６月17日16時00分
（ただし、郵送による入札についても、同
時刻までに上記\に示す場所に必着のこ
と）

| 提出方法 持参又は郵送すること。（電送
による入札は認めない。）

_ 開札の日時及び場所
{ 日時 平成22年７月27日11時00分
| 場所 中日本高速道路株式会社 東京支
社 ７階入札室™
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